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Phrase-Dry Seminar

★　短答式筆記試験・逐条解説シリーズ　～　特許・実新　～　★

《　弁理士試験　短答式筆記試験について　》

　　短答式筆記試験は、平成２５年度以降、合格率が約１０％に急低下し、劇的に難化しました。

　　しかも、平成２８年度試験からは科目別基準点制度（足切り）が導入され、ますます厳しい試験になると予測されます。一方、論文試験の合格率は約２５％で安定しています。

　　弁理士試験の天王山は、論文式筆記試験から短答式筆記試験に移行したと言えます。

《　なぜ、短答過去問集は非効率な勉強ツールなのか？　》
　　短答過去問集は必須の勉強ツールです。しかし、ひどく非効率です。これで難関の短答試験に短期合格するのは至難の業でしょう。ではなぜ、非効率な勉強ツールなのでしょうか？

　　① 解答の根拠条文があちらこちらに散在している ⇒ 条文の理解が進まない

　　② ５肢のうち一つの正解を見つけると、他の肢が甘くなる ⇒ 知識の高精度が進まない

　　③ １０年分は時間がかかり、５年分は抜けが多くなる ⇒ 短時間に高得点化できない

　　④ 出題される頻度（条文の重要性）が、直感的に分からない ⇒ 勉強効率が低下する

　　⑤ 別の条文集を参照したり、書き込む必要がある　⇒　勉強効率が低下する

　　⑥ オリジナルレジュメ化するのに、膨大な努力を要する ⇒ 合格までに時間がかかる

《　短答式筆記試験・逐条解説（青短）シリーズの特徴　》

　★ 過去１０年分の過去問（約１０００肢）を１肢づつに分解し、条項順に配置しています

　　　　※実用新案法は出題が少ないため、条文順に配置しています。

　★ 重要な条項には多くの枝問が配置されますので、重要度が直感的に分かります

　　　　※星印で１０年間の出題頻度を表示（★★★☆☆☆☆☆☆☆など）

　★　重複出題の論点は読み飛ばせるので、大幅に時短できます

　★ 過去１３年間で出題されていない条項は勉強しないので、効率がアップできます

　★　条文の同時掲載により条文理解が高速に進み、勉強効率が飛躍的にアップします

　★　電子ファイル版を使えば、模試追加など、オリジナルレジュメが簡単に作成できます

※過去１０年分＋平成１５～１７年度で補完。法改正条項などに予想問題を追加。

※解答と解説は、ＴＡＣ，ＬＥＣ，弁理士受験新報などを総合的に参照しています。

※法改正は、平成２８年度試験に完全対応しています。

《本資料の著作権は、フレーズドライ・ゼミナールに属するものとします》

　©Phrase-Dry Seminar  ( http://bengorok.jp/ ) 

【特許法】　第十章　雑則  

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆　※単独出題はないが、問題を解くために超重要な条文
（二以上の請求項に係る特許又は特許権についての特則） 

第百八十五条  　二以上の請求項に係る特許又は特許権についての第二十七条第一項第一号、第六十五条第五項（第百八十四条の十第二項において準用する場合を含む。）、第八十条第一項、第九十七条第一項、第九十八条第一項第一号、第百十一条第一項第二号、第百十四条第三項（第百七十四条第一項において準用する場合を含む。）、第百二十三条第三項、第百二十五条、第百二十六条第八項（第百三十四条の二第九項において準用する場合を含む。）、第百二十八条（第百二十条の五第九項及び第百三十四条の二第九項において準用する場合を含む。）、第百三十二条第一項（第百七十四条第三項において準用する場合を含む。）、第百七十五条、第百七十六条若しくは第百九十三条第二項第五号又は実用新案法第二十条第一項 の規定の適用については、請求項ごとに特許がされ、又は特許権があるものとみなす。 

◆　第１８５条に列挙されている中でも、重要な条文　◆
	条文
	内容

	第９７条第１項
	特許権の放棄

	第９８条第１項第１号
	特許権の移転、放棄による消滅

	第１１４条第３項
	取消決定が確定したときは、その特許権は、初めから存在しなかつたものとみなす

	第１２３条第３項
	特許無効審判は、特許権の消滅後においても、請求することができる。

	第１２５条
	特許を無効にすべき旨の審決が確定したときは、特許権は、初めから存在しなかつたものとみなす。

	第１３２条第１項
	同一の特許権について特許無効審判又は延長登録無効審判を請求する者が二人以上あるときは、これらの者は、共同して審判を請求することができる。


※逆に、第１８５条に列挙されていない場合は、全請求項が一体となった特許権であると解釈される。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（証明等の請求） 

第百八十六条  　何人も、特許庁長官に対し、特許に関し、証明、書類の謄本若しくは抄本の交付、書類の閲覧若しくは謄写又は特許原簿のうち磁気テープをもつて調製した部分に記録されている事項を記載した書類の交付を請求することができる。ただし、次に掲げる書類については、特許庁長官が秘密を保持する必要があると認めるときは、この限りでない。 

一  　願書、願書に添付した明細書、特許請求の範囲、図面若しくは要約書若しくは外国語書面若しくは外国語要約書面若しくは特許出願の審査に係る書類（特許権の設定の登録又は出願公開がされたものを除く。）又は第六十七条の二第二項の資料 

二  　拒絶査定不服審判に係る書類（当該事件に係る特許出願について特許権の設定の登録又は出願公開がされたものを除く。） 

三  　特許無効審判若しくは延長登録無効審判又はこれらの審判の確定審決に対する再審に係る書類であつて、当事者又は参加人から当該当事者又は参加人の保有する営業秘密が記載された旨の申出があつたもの 

四  　個人の名誉又は生活の平穏を害するおそれがあるもの 

五  　公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあるもの 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-27〕　特許権に関して。 

１ 出願書類が公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがある部分を含むときであっても、特許権の設定の登録後に、利害関係人から閲覧の請求があった場合は、特許庁長官は、当該部分を含む出願書類全部を閲覧させなければならない。

（×）　第１８６条第１項ただし書、第５号。閲覧させない場合がある。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（送達）
第百九十二条   　在外者に特許管理人があるときは、その特許管理人に送達しなければならない。

２  　在外者に特許管理人がないときは、書類を航空扱いとした書留郵便等（書留郵便又は信書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして経済産業省令で定めるものをいう。次項において同じ。）に付して発送することができる。 

３  　前項の規定により書類を書留郵便等に付して発送したときは、発送の時に送達があつたものとみなす。 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-33〕　実用新案登録無効審判に関して。

(ﾊ) 在外者が実用新案権者である実用新案登録を無効にすることについて実用新案登録無効審判が請求された。請求書の副本を被請求人に送達し、相当の期間を指定して、答弁書を提出する機会を与えるに際し、実用新案法第２条の５第２項において準用する特許法第８条第１項に規定する日本国内に住所又は居所を有する代理人(いわゆる実用新案管理人)がないときは、当該請求書の副本を含む書類を航空扱いとした書留郵便等に付して発送することができる。

（○）　実用新案法第５５条第２項で準用する第１９２条第２項。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（特許公報） 

第百九十三条  　特許庁は、特許公報を発行する。 

２  　特許公報には、この法律に規定するもののほか、次に掲げる事項を掲載しなければならない。 

一  　出願公開後における拒絶をすべき旨の査定若しくは特許出願の放棄、取下げ若しくは却下又は特許権の存続期間の延長登録の出願の取下げ 

二  　出願公開後における特許を受ける権利の承継 

三  　出願公開後における第十七条の二第一項の規定による願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面の補正（同項ただし書各号の規定によりしたものにあつては、誤訳訂正書の提出によるものに限る。） 

四  　第四十八条の三第五項（同条第七項において準用する場合を含む。）の規定による出願審査の請求 

五  　特許権の消滅（存続期間の満了によるもの及び第百十二条第四項又は第五項の規定によるものを除く。）又は回復（第百十二条の二第二項の規定によるものに限る。） 

六  　特許異議の申立て若しくは審判若しくは再審の請求又はこれらの取下げ 

七  　特許異議の申立てについての確定した決定、審判の確定審決又は再審の確定した決定若しくは確定審決（特許権の設定の登録又は出願公開がされたものに限る。） 
八  　訂正した明細書及び特許請求の範囲に記載した事項並びに図面の内容（訂正をすべき旨の確定した決定又は確定審決があつたものに限る。） 

九  　裁定の請求若しくはその取下げ又は裁定 

十  　第百七十八条第一項の訴えについての確定判決（特許権の設定の登録又は出願公開がされたものに限る。） 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-２〕　特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面についての補正に関して。ただし、・・・（特殊事情はない）。 

５ 出願公開後、拒絶理由通知を受ける前に、特許出願人が特許法第１７条の２第１項の規定による補正をした場合、その補正は特許公報によって公表される。

（○）　第１９３条第２項第３号。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（手数料） 

第百九十五条  　次に掲げる者は、実費を勘案して政令で定める額の手数料を納付しなければならない。 

一  　第四条、第五条第一項若しくは第百八条第三項の規定による期間の延長又は第五条第二項の規定による期日の変更を請求する者 

二  　特許証の再交付を請求する者 

三  　第三十四条第四項の規定により承継の届出をする者 

四  　第百八十六条第一項の規定により証明を請求する者 

五  　第百八十六条第一項の規定により書類の謄本又は抄本の交付を請求する者 

六  　第百八十六条第一項の規定により書類の閲覧又は謄写を請求する者 

七  　第百八十六条第一項の規定により特許原簿のうち磁気テープをもつて調製した部分に記録されている事項を記載した書類の交付を請求する者 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-11〕　特許法に規定する特許料、手数料等に関して。

(ﾆ) 株式会社甲と株式会社乙が合併して株式会社丙となった場合、株式会社甲の所有する特許出願後の特許を受ける権利の承継についての届出を、株式会社丙が行うときは、政令で定める額の手数料を納付しなければならない。

（×）　第１９５条第１項第３号に、第３４条第４項が挙げられている。しかし、第３４条第４項は、相続その他の一般承継の場合が除かれており、本問の場合は一般承継に該当するため、手数料の納付は不要である。

《参考：　特許法　第３４条第４項》

第三十四条
４  　特許出願後における特許を受ける権利の承継は、相続その他の一般承継の場合を除き、特許庁長官に届け出なければ、その効力を生じない。 

★★☆☆☆☆☆☆☆☆
第百九十五条
２  　別表の中欄に掲げる者は、それぞれ同表の下欄に掲げる金額の範囲内において政令で定める額の手数料を納付しなければならない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-３〕　特許法に規定する手数料に関して。 ただし、手数料に関して減免又は猶予はない。 ４ 拒絶査定不服審判において拒絶の理由が通知されたため、特許請求の範囲を出願後初めて補正したところ、請求項の数が増加した。この場合、増加した請求項についての審判請求手数料に加え、増加した請求項についての出願審査の請求の手数料を納付することが必要である。

（○）　審判便覧21-09の規定により、正しい。

《参考：　審判便覧21-09》

３．拒絶査定不服審判の請求の後の補正により請求項の数が増加したときは、審判請求の手数料、出願審査請求の手数料を徴収する。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-３〕　特許法に規定する手数料に関して。 ただし、手数料に関して減免又は猶予はない。５ 特許無効審判において、審理の終結が通知された後、当事者が審理の再開を申し立てる場合、その当事者は政令で定める手数料を納付しなければならない。

（×）　そのような規定はない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-９〕　特許法に規定する特許料、手数料等の納付に関して。

(ﾊ) 出願審査の請求をした後において、特許をすべき旨の査定の謄本の送達までの間に特許請求の範囲についてした補正により請求項の数が減少したときは、出願審査の請求の手数料を納付した者の請求により政令で定める額が返還される。

（×）　そのような規定はない。

★★★★☆☆☆☆☆☆
第百九十五条

３  　特許出願人でない者が出願審査の請求をした後において、当該特許出願の願書に添付した特許請求の範囲についてした補正により請求項の数が増加したときは、その増加した請求項について前項の規定により納付すべき出願審査の請求の手数料は、同項の規定にかかわらず、特許出願人が納付しなければならない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-31〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。 ただし・・・（特殊事情はない）。 

(ﾊ) 特許出願人でない者が出願審査の請求をした後において、特許出願人がした補正によ って特許請求の範囲に記載された請求項の数が増加し、その増加分に応じた出願審査請求料の納付が必要となった場合、その出願審査請求料は特許出願人が納付しなければならず、特許出願人が当該増加分に応じた出願審査請求料を納付しないときは、当該補正は却下される。 

（×）　前半は、第１９５条第３項の規定により正しい。後半は、第１８条第１項の規定により、出願審査請求の手続きが却下される。当該補正が却下されるわけではない。

※特許庁長官による補正命令（第１７条第３項第３号） ⇒ 手続を却下（第１８条第１項）　

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-51〕　特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲、図面又は要約書の補正に関して。　ただし、特に文中に示した場合を除いて、・・・（特殊事情はない）。

(ﾎ) 特許出願人でない者甲が出願審査の請求を行った旨の通知を受けた特許出願人乙が特許請求の範囲について補正をし、請求項の数が増加した場合、請求人甲には、その増加した請求項について納付すべき出願審査の請求の手数料を納付する特許法上の義務はない。

（○）　第１９５条第３項。補正により請求項の数が増加した場合は、その増加した請求項について納付すべき出願審査の請求の手数料を、特許出願人が納付しなければならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-３〕　特許法に規定する手数料に関して。 ただし、手数料に関して減免又は猶予はない。２ 特許出願人でない者が出願審査の請求をした後、補正により請求項の数が増加した。増加した請求項についての出願審査の請求の手数料は、出願審査の請求をした者が納付しなければならない。

（×）　第１９５条第３項。補正により請求項の数が増加した場合は、その増加した請求項について納付すべき出願審査の請求の手数料を、特許出願人が納付しなければならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-31〕　特許法に規定する手続等に関して。

(ﾎ) 特許出願人でない者が特許法第１９５条の規定により所定の手数料を納付して出願審査の請求をし、特許庁長官が、その旨を特許出願人に通知した。当該通知を受けた特許出願人が、当該出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲及び図面について補正をする場合、特許をすべき旨の査定の謄本の送達前又は拒絶理由通知で指定された期間内であれば、当該補正により手数料の納付が必要となることはない。

（×）　第１９５条３項。補正により請求項の数が増加した場合は、その増加した請求項について納付すべき出願審査の請求の手数料を、特許出願人が納付しなければならない。

★★☆☆☆☆☆☆☆☆
第百九十五条
５  　特許権又は特許を受ける権利が国と国以外の者との共有に係る場合であつて持分の定めがあるときは、国と国以外の者が自己の特許権又は特許を受ける権利について第一項又は第二項の規定により納付すべき手数料（出願審査の請求の手数料以外の政令で定める手数料に限る。）は、これらの規定にかかわらず、これらの規定に規定する手数料の金額に国以外の者の持分の割合を乗じて得た額とし、国以外の者がその額を納付しなければならない。 

６  　特許を受ける権利が国又は次条の規定若しくは他の法令の規定による出願審査の請求の手数料の軽減若しくは免除（以下この項において「減免」という。）を受ける者を含む者の共有に係る場合であつて持分の定めがあるときは、これらの者が自己の特許を受ける権利について第二項の規定により納付すべき出願審査の請求の手数料は、同項の規定にかかわらず、国以外の各共有者ごとに同項に規定する出願審査の請求の手数料の金額（減免を受ける者にあつては、その減免後の金額）にその持分の割合を乗じて得た額を合算して得た額とし、国以外の者がその額を納付しなければならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-15〕　特許法又に規定する手数料等に関して。

２ 特許を受ける権利が国と出願審査の請求の手数料の減免を受けない国以外の者の共有に係り、その持分がそれぞれ２分の１である特許出願について、他人による出願審査の請求がされ、国が単独で補正により請求項の数を増加した場合、その補正を行ったのは国であるから、増加した請求項について納付すべき出願審査の請求の手数料は全額免除される。

（×）　第１９５条第３項の規定により、請求項の数を増加した場合の手数料は、特許出願人が納付しなければならない。よって、補正した主体は関係ない。さらに、第１９５条第６項の規定により、国以外の者が２分の１を支払わなければならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-９〕　特許法に規定する特許料、手数料等の納付に関して。

(ﾎ) 特許を受ける権利が、国と出願審査の請求の手数料の減免を受けない法人甲との共有に係る場合であって、その持分がそれぞれ２分の１であるとき、甲が納付すべき出願審査の請求の手数料は、その特許を受ける権利がのみに帰属する場合に甲が納付すべき額の２分の１である。

（○）　第１９５条第５項。持分の割合を乗じて得た額である。

☆☆☆☆☆☆☆☆　※平成１６年度の出題
第百九十五条
８  　第一項から第三項までの手数料の納付は、経済産業省令で定めるところにより、特許印紙をもつてしなければならない。ただし、経済産業省令で定める場合には、経済産業省令で定めるところにより、現金をもつて納めることができる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１６年度

[H16-39]　特許法に規定された手数料の納付に関して
４　特許印紙をもって納付しなければならないとされている手数料でも、現金をもって納付できる場合がある。

（○）　第１９５条第８項ただし書。

★★★☆☆☆☆☆☆☆
第百九十五条
９  　出願審査の請求をした後において、次に掲げる命令、通知又は査定の謄本の送達のいずれかがあるまでの間にその特許出願が放棄され、又は取り下げられたときは、第二項の規定により納付すべき出願審査の請求の手数料を納付した者の請求により政令で定める額を返還する。 

一  　第三十九条第六項の規定による命令 

二  　第四十八条の七の規定による通知 

三  　第五十条の規定による通知 

四  　第五十二条第二項の規定による査定の謄本の送達

１０  　前項の規定による手数料の返還は、特許出願が放棄され、又は取り下げられた日から六月を経過した後は、請求することができない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-３〕　特許法に規定する手数料に関して。 ただし、手数料に関して減免又は猶予はない。 

１ 出願審査の請求をした後、その出願が特許法第３６条第４項第２号に規定する要件を満たしていない旨の同法第４８条の７に規定する通知（文献公知発明に係る情報の記載についての通知）を受け、指定された期間内に、その出願を放棄するとともに出願審査の請求の手数料の返還を請求した。この場合、その出願を放棄するまでに、上記通知以外、特許庁から何らの通知等も受けていなければ、政令で定める額が返還される。

（×）　第１９５条第９項。第２号の通知を受けているため、政令で定める額は返還されない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-15〕　特許法に規定する手数料等に関して。

５ 在外者甲が、特許管理人により、平成２０年４月１日(火)に特許出願をするとともに当該特許出願について出願審査の請求をし、その手数料を納付したが、特許法第１９５条第９項に規定する命令、通知又は査定の謄本の送達を受けることなく、平成２０年９月１日(月)に当該特許出願を取り下げた場合、甲が日本国内に滞在しているときであっても、甲は、特許管理人によらなければ、平成２１年２月２７日(金)に出願審査の請求の手数料の返還を請求することができない。
（×）　特許法施行令第１条より、日本国に滞在している場合は特許管理人によらなくても、本人が手続きをすることができるので誤り。返還関係の記載は、第１９５条第９項、第１０項より、正しい。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-11〕　特許法に規定する特許料、手数料等に関して。

(ﾎ) 特許出願Ａについて、第三者が出願審査の請求を行った。その後、特許出願人は、Ａの出願の日から１年以内に、Ａを基礎とする特許法第４１条の規定による国内優先権の主張を伴う特許出願Ｂをした。この場合、Ａについて納付された出願審査の請求の手数料は、Ａの出願の日から１年４月を経過した時から６月以内に出願審査の請求をした者から返還の請求があれば、政令で定める額について、返還されることがある。
（○）　特許出願人が、適切な時期に特許出願Ａを基礎とする国内優先権の主張を伴う特許出願Ｂをしたため、特許出願ＡはＡの特許出願の日から１年４月を経過したときに取り下げられたものと見なされる。よって、その取り下げられたものと見なされた日から６月以内であれば、返還されることがある。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第百九十五条
１１  　過誤納の手数料は、納付した者の請求により返還する。 

１２  　前項の規定による手数料の返還は、納付した日から一年を経過した後は、請求することができない。 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-15〕　特許法に規定する手数料等に関して。

１ 特許出願人でない者乙が平成２０年８月２７日(水)に出願審査の請求をし、その手数料が納付された。特許出願人甲が、特許庁長官からの出願審査の請求があった旨の通知を受ける前である平成２０年８月２９日(金)に、当該特許出願について自ら出願審査の請求をし、これに伴って納付した手数料が受領された場合、甲は、平成２１年４月１日(水)にその手数料の返還を請求することができる。 

（○）　第１９５条第１１項、第１２項。甲の過誤納であるので、納付した日から一年以内であれは、甲の申請により返還される。

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆　※平成１７年度の出題
（出願審査の請求の手数料の減免） 

第百九十五条の二  　特許庁長官は、自己の特許出願について出願審査の請求をする者であつて資力を考慮して政令で定める要件に該当する者が、出願審査の請求の手数料を納付することが困難であると認めるときは、政令で定めるところにより、前条第二項の規定により納付すべき出願審査の請求の手数料を軽減し、又は免除することができる。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１７年度

〔H17-26〕　特許法に規定する手数料の納付に関して。

４ 自己の特許出願について出願審査の請求の手数料の減免を受けることができる者は、資力を考慮して政令で定める要件に該当する、発明者又はその相続人のみではない。

（○）　第１９５条の２。自己の特許出願について出願審査の請求をする者であれば良い。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆平成二十六年六月十三日法律第六十九号 により改正
（行政不服審査法 による不服申立ての制限） 

第百九十五条の四  　査定、取消決定又は審決及び特許異議申立書、審判若しくは再審の請求書又は第百二十条の五第二項若しくは第百三十四条の二第一項の訂正の請求書の却下の決定並びにこの法律の規定により不服を申し立てることができないこととされている処分については、行政不服審査法 による不服申立てをすることができない。 

（行政不服審査法 の規定による審査請求の制限） 

第百九十五条の四  　査定、取消決定若しくは審決及び特許異議申立書、審判若しくは再審の請求書若しくは第百二十条の五第二項若しくは第百三十四条の二第一項の訂正の請求書の却下の決定並びにこの法律の規定により不服を申し立てることができないこととされている処分又はこれらの不作為については、行政不服審査法 による不服申立てをすることができない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-54〕　訂正審判又は特許無効審判における訂正の請求に関して。
(ﾛ) 訂正審判の請求書の却下の決定に対しては、行政不服審査法による不服申立てをすることができないが、特許法第１３４条の２第１項の訂正の請求書の却下の決定に対しては、行政不服審査法による不服申立てをすることができる。

（×）　第１９５条の４の規定により、行政不服審査法 による不服申立てをすることができない。審決取消訴訟の対象になる。

《参考：　青本　特許法　第１９５条の４》

　　行政不服審査法は、処分についての不服申立てに関して

「行政庁の処分（この法律に基づく処分を除く）に不服がある者は・・・審査請求をすることができる。ただし、次の各号に掲げる処分及び他の法律に審査請求をすることができない旨の定めがある処分については、この限りでない。」

と定めている（行政不服審査法四条一項）。

　　本条は、このただし書に該当する規定で、行政不服審査法による不服申立てをすることができない処分を列記している。

《参考：　青本の記載より、第１９５条の４を整理》

　① 査定　⇒　特許法で審判という不服申立ての途を設けているもの

　② 審決、審判又は再審の請求書の却下の決定

　　　　⇒　行政不服審査法による不服申立てを省略して

　　　　　　直接に裁判所へ訴訟を提起すべきものとされる場合（第１７８条）

　③ 固有の理由にもとづき特別に不服申立てを禁じられるもの

　   ⇒　行政不服審査法による不服申立ても、

　　　　　　直接に裁判所へ訴訟を提起することもできない

◆　③ 固有の理由にもとづき特別に不服申立てを禁じられるもの　◆
（補正の却下） 

第五十三条 

３  　第一項の規定による却下の決定に対しては、不服を申し立てることができない。ただし、拒絶査定不服審判を請求した場合における審判においては、この限りでない。

（理由１）その間審査が中止され、迅速な権利付与が図られないため

（理由２）拒絶査定不服審判を請求して、補正の可否を争えるため
（特許発明の技術的範囲） 

第七十一条 

４  　前項において読み替えて準用する第百三十五条の規定による決定に対しては、不服を申し立てることができない。 

（理由１）鑑定的なもの、すなわち、なんら拘束力のないものであるため

（理由２）いわゆる行政処分でないため

（決定） 　※異議の申立て

第百十四条
５  　前項の決定に対しては、不服を申し立てることができない。 

（理由１）第三者に対して特許処分の見直しを求める機会を与えたに過ぎないこと

（理由２）別途、無効審判を請求できるため

（審判請求書の補正） 

第百三十一条の二
４  　第二項の決定又はその不作為に対しては、不服を申し立てることができない。 

（理由１）補正は審判請求人の当然の権利ではなく、審判長の裁量に服するものであるため

（理由２）審判請求人はいつでも別途の無効審判請求を可能であるから、不服申立てができなくとも特段の不利益がないため

（理由３）独立の不服申立ての途を用意すると審判の審理が不当に遅延しかねないため

（除斥又は忌避の申立についての決定） 

第百四十三条

３  　第一項の決定又はその不作為に対しては、不服を申し立てることができない。 

（理由）仮に申立てについての決定が誤りであったため除斥原因がある審判官又は忌避されるべき審判官が審決をしたとしても、当事者はその審決に対して不服を申し立てればその目的は十分に達せられるため

（参加） 

第百四十九条

５  　第三項の決定又はその不作為に対しては、不服を申し立てることができない。 

（理由１）参加の許否の決定自体について争わしめることはいたずらに審判手続を遅延せしめることになる

（理由２）参加申請人は当該審判の審決に不服がない場合は参加申請についての決定について争う利益もない

（理由３）一七八条二項に規定するように参加申請を拒否されて当該審判の審決に不服な者は、審決に対して訴えを提起することができる

第十一章　罰則  

★★★★★☆☆☆☆☆
（侵害の罪） 

第百九十六条  　特許権又は専用実施権を侵害した者（第百一条の規定により特許権又は専用実施権を侵害する行為とみなされる行為を行つた者を除く。）は、十年以下の懲役若しくは千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

第百九十六条の二   　第百一条の規定により特許権又は専用実施権を侵害する行為とみなされる行為を行つた者は、五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

◆　[第１９６条]　一苦労　特許侵害　３億円事件の　点と線　◆

　　・一苦労　→　１９６条

　　・３億円事件　→　両罰規定で３億円（２０１条）

　　・点（ten）　→　十年以下の懲役

　　・線（千）　→　千万円以下の罰金

　　※「点と線」は、松本清張の有名な推理小説

◆　[第１９６条の２]　一苦労　併科される　点と線の半分　◆

　　・一苦労　併科される　→　１９６条の２

　　・併科される　→　第１９６条も第１９６条の２も、併科される。

　　・点（ten）の半分　→　五年以下の懲役。第１９６条の半分。

　　・線（千）の半分　→　五百万円以下の罰金第１９６条の半分。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-５〕　特許権の侵害に関して。 

(ﾆ) 特許法第１０１条の規定により特許権を侵害するものとみなされる行為を行った者に対して科される法定刑の上限は、特許権を侵害した者に科される法定刑の上限と同じである。 

（×）　第１９６条と第１９６条の２の規定より、異なる。

◆　[第１９６条の２]　一苦労　併科される　点と線の半分　◆

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-８〕　特許法に規定する罰則又は特許料に関して。 

１ 特許権侵害の罪に対しては、懲役刑と罰金刑とが併科されることがある。

（○）　第１９６条、第１９７条。

◆　[第１９６条の２]　一苦労　併科される　点と線の半分　◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-53〕　平成１８年法律第５５号による、特許法に規定する罰則に関する改正について。

１ 特許権のいわゆる直接侵害に係る懲役刑の上限が引き上げられるとともに、罰金刑の上限についても、５００万円から１０００万円に引き上げられた(特許法第１９６条)。この改正は、特許権の侵害による被害額が高額となる場合も多く、侵害行為によって不法な経済的利益を得た侵害者については、自由刑のみならず、財産刑たる罰金刑を適切に適用する必要があるためになされたものである。

（○）　問題文に記載の通り。

◆　[第１９６条]　一苦労　特許侵害　３億円事件の　点と線　◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-53〕　平成１８年法律第５５号による、特許法に規定する罰則に関する改正について。

２ いわゆる間接侵害(みなし侵害)行為のみを対象とする刑罰規定が新設され、その懲役刑及び罰金刑の上限については、特許権のいわゆる直接侵害行為に係る懲役刑及び罰金刑の上限に比べて、いずれも低いものとされた（特許法第１９６条の２）。この改正は、特許権の侵害抑止の実効性を確保する必要性があり、また、みなし侵害行為はそれ自体によって直接的に権利者の損害を発生させる行為ではなく、あくまでいわゆる直接侵害行為の予備的・幇助的行為にとどまるためになされたものである。

（○）　問題文に記載の通り。

◆　[第１９６条の２]　一苦労　併科される　点と線の半分　◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-53〕　平成１８年法律第５５号による、特許法に規定する罰則に関する改正について。

３ 特許権侵害の罪に係る刑事罰について、懲役刑と罰金刑の併科が導入された（特許法第１９６条、第１９６条の２）。この改正は、特許権は財産権であり、その侵害は経済的利得を目的として行われることが多いことを考えると、懲役刑が選択される場合であっても、罰金に処すことをもって、被害を受けた権利者の金銭的救済を図る必要があるためになされたものである。

（×）　罰金は、被害を受けた権利者に渡るものではない。抑止効果を高める観点から、併科が導入された。

◆　[第１９６条の２]　一苦労　併科される　点と線の半分　◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-52〕　特許法に規定する罰則に関して。

１ 物を生産する方法の発明について特許がされている場合において、その方法により生産した物を業としての輸出のために所持する行為によって専用実施権を侵害した者は、４年の懲役及び４００万円の罰金を併科されることがある。

（○）　第１９６条の２。第１０１条第６号に該当する。五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金なので、正しい。

◆　[第１９６条の２]　一苦労　併科される　点と線の半分　◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-52〕　特許法、意匠法又は商標法に規定する罰則に関して。

４ 特許権及び意匠権を侵害した者は懲役及び罰金を併科されることはあるが、商標権についての専用使用権を侵害した者が懲役と罰金を併科されることはない。

（×）　特許権を侵害した場合、第１９６条の規定により懲役及び罰金を併科される。意匠権は意匠法第６９条、商標権は商標法第７８条の規定により、同様に併科されるので、誤り。

◆　[第１９６条の２]　一苦労　併科される　点と線の半分　◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-16〕　特許法に規定する罰則に関して。

(ｲ) 特許権又は専用実施権を侵害した者は、告訴がなければ、侵害の罪により処罰されることはない。

（×）　非親告罪である。特許法の規定による親告罪は、第２００条の２第１項の秘密保持命令違反の罪だけである。

◆　[第２００条の２]　自白した　陛下の秘密は　深刻だ　海外逃亡　５年間　◆
★★★★☆☆☆☆☆☆
（詐欺の行為の罪） 

第百九十七条  　詐欺の行為により特許、特許権の存続期間の延長登録、特許異議の申立てについての決定又は審決を受けた者は、三年以下の懲役又は三百万円以下の罰金に処する。 

◆　[第１９７条]　いくなサギ　３年たったら　戻って来い　◆

　　・いくな　→　第１９７条

　　・三年　→　：三年以下の懲役、３００万円以下の罰金。１年１００万円である。

　※サギが渡り鳥かどうか知りませんけど。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-28〕　特許法に規定する罰則に関して。 

(ﾊ) 特許発明の技術的範囲について特許庁に判定を求めた当事者が、虚偽の資料を提出し、審判官を欺いて自己の利益になる判定を受けた場合、その当事者は懲役又は罰金に処せられることがある。

（×）　判定は、第１９７条に挙げられていない。判定は鑑定的な性格をもち、法的拘束力もないため、罪に問われるわけがない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-44〕　特許法に規定する罰則に関して。 

４ 審判の当事者は、詐欺の行為により自己の利益になる審決を受けたことにより、懲役又は罰金に処せられる場合がある。

（○）　第１９７条。

◆　[第１９７条]　いくなサギ　３年たったら　戻って来い　◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-52〕　特許法に規定する罰則に関して。

２ 特許出願に係る発明が、明細書記載の効果を奏しないにもかかわらず、虚偽の実験成績証明書を提出してその効果を奏するごとく欺いて特許を受けた場合、３年以下の懲役又は３００万円以下の罰金に処されることがある。

（○）　第１９７条。

◆　[第１９７条]　いくなサギ　３年たったら　戻って来い　◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-16〕　特許法に規定する罰則に関して。

(ﾊ) 法人の従業者が、その法人の業務に関し、詐欺の行為により特許権の存続期間の延長登録を受けた場合は、その従業者が罰せられるほか、その法人に対して罰金刑が科せられる。

（○）　前半は、第１９７条の規定のとおりで、正しい。後半は、第２０１条第１項第２号の規定のとおりで、正しい。

★★☆☆☆☆☆☆☆☆
（虚偽表示の罪） 

第百九十八条  　第百八十八条の規定に違反した者は、三年以下の懲役又は三百万円以下の罰金に処する。 
◆　[第１９８条]　１級やっぱり　虚偽表示　ここまで４つは　両罰規定　◆

　　・１級やっぱり　→　１９８条

　　・ここまで４つは両罰規定　→　第１９６条、第１９６条の２、第１９７条、第１９８条

　※１級建築士ではなく、２級建築士だった彼。虚偽表示していたのか～

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-52〕　特許法に規定する罰則に関して。

３ 法人の従業者が、その法人の業務に関し、その法人が所有していた特許権の消滅後に当該消滅した特許に係る物に特許表示を付し、譲渡のために展示した場合、その従業者が３年以下の懲役又は３００万円以下の罰金に処されるほか、その法人に対しても１億円以下の罰金刑が科されることがある。

（○）　前半は、第１９８条の規定のとおりで、正しい。後半は、第２０１条第１項第２号の規定のとおりで、正しい。

◆　[第１９８条]　１級やっぱり　虚偽表示　ここまで４つは　両罰規定　◆
《参考：　第１８８条》

（虚偽表示の禁止） 

第百八十八条  　何人も、次に掲げる行為をしてはならない。 

一  　特許に係る物以外の物又はその物の包装に特許表示又はこれと紛らわしい表示を付する行為 

二  　特許に係る物以外の物であつて、その物又はその物の包装に特許表示又はこれと紛らわしい表示を付したものの譲渡等又は譲渡等のための展示をする行為 

三  　特許に係る物以外の物の生産若しくは使用をさせるため、又は譲渡等をするため、広告にその物の発明が特許に係る旨を表示し、又はこれと紛らわしい表示をする行為 

四  　方法の特許発明におけるその方法以外の方法を使用させるため、又は譲渡し若しくは貸し渡すため、広告にその方法の発明が特許に係る旨を表示し、又はこれと紛らわしい表示をする行為 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-16〕　特許法に規定する罰則に関して。

(ﾆ) 特許に係る物以外の物の使用をさせるため、広告にその物の発明が特許に係る旨を表示した場合、懲役又は罰金に処せられる。

（○）　第１９８条。第１８８条第１項第３号違反である。〔H19-52-３〕の解説参照。

◆　[第１９８条]　１級やっぱり　虚偽表示　ここまで４つは　両罰規定　◆

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

（偽証等の罪） 

第百九十九条  　この法律の規定により宣誓した証人、鑑定人又は通訳人が特許庁又はその嘱託を受けた裁判所に対し虚偽の陳述、鑑定又は通訳をしたときは、三月以上十年以下の懲役に処する。 

２  　前項の罪を犯した者が事件の判定の謄本が送達され、又は特許異議の申立てについての決定若しくは審決が確定する前に自白したときは、その刑を減軽し、又は免除することができる。 

◆　[第１９９条]　一休苦しい　偽証罪　自白したら　許してやろう　◆
　　・一休苦しい　→　１９９条

　　・自白したら　許してやろう　→　第１１９条第２項
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-28〕　特許法に規定する罰則に関して。 

(ﾎ) 審判において偽証の罪を犯した証人が、審決の謄本の送達後に自白した場合、その自白により、偽証の罪に対する刑が減軽され、又は免除されることはない。

（×）　第１９９条第２項。審決の謄本の送達後でも、審決が確定する前に自白したときは、その刑を減軽し、又は免除することができる。

◆　[第１９９条]　一休苦しい　偽証罪　自白したら　許してやろう　◆
☆☆☆☆☆☆☆☆☆　※平成１６年度の出題
（秘密を漏らした罪） 

第二百条  　特許庁の職員又はその職にあつた者がその職務に関して知得した特許出願中の発明に関する秘密を漏らし、又は盗用したときは、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

◆　[第２００条]　自白した　特許の秘密　特許庁　◆
　　・自白した　→　第２００条
　　・特許の秘密　特許庁　→　第２００条の内容
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１６年度

[H16-43]　特許法に規定する罰則に関して。

５　特許庁の職員であったものがその職務に関して知得した特許出願中の発明に関する秘密を漏らしたときは、その者が１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処せられるとともに、そのものが代表者である法人にも、罰金刑が課せられる。

（×）　前半は、第２００条の規定により、正しい。後半は、第２０１条の規定で第２００条が挙げられていないため、誤り。

◆　[第２００条]　自白した　特許の秘密　特許庁　◆

◆　[第１９８条]　１級やっぱり　虚偽表示　ここまで４つは　両罰規定　◆
★★★☆☆☆☆☆☆☆
（秘密保持命令違反の罪） 

第二百条の二  　秘密保持命令に違反した者は、五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

２  　前項の罪は、告訴がなければ公訴を提起することができない。 

３  　第一項の罪は、日本国外において同項の罪を犯した者にも適用する。

◆　[第２００条の２]　自白した　陛下の秘密は　深刻だ　海外逃亡　５年間　◆

　　・自白した　陛下　→　２００条の２

　　・陛下　→　併科される

　　・自白した・・・秘密は　→　秘密保持命令に違反

　　・深刻だ　→　親告罪　

　　・海外逃亡　→　海外でも適用される

　　・５年間　→　五年以下の懲役、５００万円以下の罰金。１年１００万円である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-８〕　特許法に規定する罰則又は特許料に関して。 

２ 秘密保持命令違反の罪は、親告罪である。

（○）　第２００条の２第２項。

◆　[第２００条の２]　自白した　陛下の秘密は　深刻だ　海外逃亡　５年間　◆　
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-44〕　特許法に規定する罰則に関して。 

５ 審判の当事者は、特許庁からの秘密保持命令に反して秘密を漏らしたことにより、懲役又は罰金、若しくはその両方に処せられる場合がある。

（×）　特許庁から秘密保持命令が出されることはない。「裁判所」が発するものである。
◆　[第２００条の２]　自白した　陛下の秘密は　深刻だ　海外逃亡　５年間　◆

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-16〕　特許法に規定する罰則に関して。

(ﾎ) 特許権の侵害に係る訴訟において裁判所により秘密保持命令を受けた甲が、その命令を受けた者以外の者である乙にその命令に係る営業秘密を日本国外において開示した場合、甲が秘密保持命令違反の罪により処罰されることはない。

（×）　第２００条の２第３項。日本国外において同項の罪を犯した者にも適用する。

◆　[第２００条の２]　自白した　陛下の秘密は　深刻だ　海外逃亡　５年間　◆

★★★★☆☆☆☆☆☆

（両罰規定） 

第二百一条  　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号で定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰金刑を科する。 

一  　第百九十六条、第百九十六条の二又は前条第一項　三億円以下の罰金刑 

二  　第百九十七条又は第百九十八条　一億円以下の罰金刑 

２  　前項の場合において、当該行為者に対してした前条第二項の告訴は、その法人又は人に対しても効力を生じ、その法人又は人に対してした告訴は、当該行為者に対しても効力を生ずるものとする。 

３  　第一項の規定により第百九十六条、第百九十六条の二又は前条第一項の違反行為につき法人又は人に罰金刑を科する場合における時効の期間は、これらの規定の罪についての時効の期間による。 

◆　[第２０１条]　二人は　一つの罪で　罰せられた　◆

　　・二人は一つの　→　２０１条

　　・二人は　一つの罪で　罰せられた　→　両罰規定

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-８〕　特許法に規定する罰則又は特許料に関して。 

３ 法人の従業者がその法人の業務に関し、特許権侵害の罪に該当する行為を行った場合、その法人の代表者が当該行為について知らなかったときであっても、当該従業者と当該代表者の両者が処罰される。

（×）　第２０１条第１項。従業者と法人が処罰される。法人の代表者ではない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-53〕　平成１８年法律第５５号による、特許法に規定する罰則に関する改正について。

４ 両罰規定における特許権侵害の罪のいわゆる法人重課が、１億５０００万円以下の罰金から３億円以下の罰金に引き上げられた(特許法第２０１条第１項第１号)。この改正は、企業経営における特許権の重要性や、特許権の侵害による被害額の高額化に鑑みてなされたものである。

（○）　問題文に記載の通り。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-53〕　平成１８年法律第５５号による、特許法に規定する罰則に関する改正について。

５ 法人等に罰金刑を科す場合における時効の期間は、自然人の侵害の罪についての時効の期間による旨が規定された(特許法第２０１条第３項)。この改正は、特許権侵害の罪の法定刑が懲役１０年以下とされると、自然人に適用される同罪についての公訴時効の期間と、両罰規定により法人に適用される同罪についての公訴時効の期間が異なってしまうので、こうした事態を避けるためになされたものである。

（○）　問題文に記載の通り。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-52〕　特許法に規定する罰則に関して。

３ 法人の従業者が、その法人の業務に関し、その法人が所有していた特許権の消滅後に当該消滅した特許に係る物に特許表示を付し、譲渡のために展示した場合、その従業者が３年以下の懲役又は３００万円以下の罰金に処されるほか、その法人に対しても１億円以下の罰金刑が科されることがある。

（○）　前半は、第１９８条の規定のとおりで、正しい。後半は、第２０１条第１項第２号の規定のとおりで、正しい。

◆　[第１９８条]　１級やっぱり　虚偽表示　ここまで４つは　両罰規定　◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-52〕　特許法に規定する罰則に関して。

５ 特許権を侵害した者が法人の従業者であるとき、その法人にも罰金刑が科されることがあるが、その時効の期間は、従業者の侵害罪についての時効の期間と同一である。

（○）　第２０１条第３項。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-16〕　特許法に規定する罰則に関して。

(ﾊ) 法人の従業者が、その法人の業務に関し、詐欺の行為により特許権の存続期間の延長登録を受けた場合は、その従業者が罰せられるほか、その法人に対して罰金刑が科せられる。

（○）　前半は、第１９７条の規定のとおりで、正しい。後半は、第２０１条第１項第２号の規定のとおりで、正しい。

◆　[第１９８条]　１級やっぱり　虚偽表示　ここまで４つは　両罰規定　◆
★★☆☆☆☆☆☆☆☆
（過料） 

第二百二条  　第百五十一条（第七十一条第三項、第百二十条（第百七十四条第一項において準用する場合を含む。）及び第百七十四条第二項から第四項までにおいて準用する場合を含む。）において準用する民事訴訟法第二百七条第一項 の規定により宣誓した者が特許庁又はその嘱託を受けた裁判所に対し虚偽の陳述をしたときは、十万円以下の過料に処する。

◆　[第２０２条]　通販に　先生だまされ　払い過ぎ　◆

　　・通販に　→　２０２条（ツーハンドレッド＋２）

　　・先生　→　宣誓した者が　　　　・だまされ　→　虚偽の陳述

　　・払い過ぎ　→　過料

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-28〕　特許法に規定する罰則に関して。 

(ｲ) 審判における当事者本人の尋問に際し、宣誓した当事者が自己の記憶に反する陳述をした場合、その陳述内容が客観的真実に合致していたとしても、その当事者は過料に処せられることがある。 

（○）　青本に記載のとおり。

◆　[第２０２条]　通販に　先生だまされ　払い過ぎ　◆
《参考：　青本　特許法　第１９９条》

　虚偽の陳述とは証人の記憶に反する陳述であり、内容が客観的真実に合致しているかどうかは問わない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-28〕　特許法に規定する罰則に関して。 

(ﾛ) 審判の当事者が、審判官について審判の公平を妨げるべき事情があることを知りながら忌避の申立てをせずに審決を受けた場合、その当事者は過料に処せられることがある。

（×）　そのような規定はない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-44〕　特許法に規定する罰則に関して。 

１ 審判での証拠調手続において宣誓した当事者は、特許庁に対して虚偽の陳述をしたことにより、過料に処せられる場合がある。 

（○）　第２０２条。

◆　[第２０２条]　通販に　先生だまされ　払い過ぎ　◆
★★☆☆☆☆☆☆☆☆
第二百三条   　この法律の規定により特許庁又はその嘱託を受けた裁判所から呼出しを受けた者が、正当な理由がないのに出頭せず、又は宣誓、陳述、証言、鑑定若しくは通訳を拒んだときは、十万円以下の過料に処する。 
◆　[第２０３条]　通販三つの　払い過ぎ　先生　出頭　証言す　◆
　　・通販三つの　→　第２０３条

　　・払い過ぎ　→　過料

　　・先生　出頭　証言す　→　宣誓、出頭、証言など
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-44〕　特許法に規定する罰則に関して。 

２ 特許庁からの呼出しを受けた当事者は、正当な理由がないのに宣誓を拒んだことにより、過料に処せられる場合がある。

（○）　第２０３条。

◆　[第２０３条]　通販三つの　払い過ぎ　先生　出頭　証言す　◆

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-16〕　特許法に規定する罰則に関して。

(ﾛ) 特許法の規定により特許庁から呼出しを受け出頭した者が、その理由を明らかにせずに宣誓を拒んだときは、懲役に処せられることがある。

（×）　第２０３条。過料である。

◆　[第２０３条]　通販三つの　払い過ぎ　先生　出頭　証言す　◆
★★★☆☆☆☆☆☆☆
（過料） 

第二百四条   　証拠調又は証拠保全に関し、この法律の規定により特許庁又はその嘱託を受けた裁判所から書類その他の物件の提出又は提示を命じられた者が正当な理由がないのにその命令に従わなかつたときは、十万円以下の過料に処する。 

◆　[第２０４条]　２０世紀　予言の書に　提出命令　◆

　　・２０世紀　予言　→　第２０４条

　　・書に　提出命令　→　書類その他の物件の提出又は提示を命じられた者

　　※『２０世紀少年』に出てくる『予言の書』です

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-45〕　審判における証拠調べ又は証拠保全に関して。
５ 特許法の規定により特許庁から書類の提出を命じられた者が正当な理由がないのにその命令に従わなかったときは、過料に処せられる場合がある。
（○）　第２０４条。

◆　[第２０４条]　２０世紀　予言の書に　提出命令　◆

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-28〕　特許法に規定する罰則に関して。 

(ﾆ) 審判における証拠調べに関し、特許庁から書類の提出を命じられた者が、正当な理由がないのにその命令に従わなかった場合、その者は罰金に処せられることがある。 

（×）　罰金ではない。過料である。

　　　　※過料は行政上の金銭的制裁にすぎず、刑罰ではない。

◆　[第２０４条]　２０世紀　予言の書に　提出命令　◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-44〕　特許法に規定する罰則に関して。 

３ 審判の当事者は、正当な理由がないのに特許庁からの文書提出命令に従わなかったことにより、過料に処せられる場合がある。 

（○）　第２０４条。

◆　[第２０４条]　２０世紀　予言の書に　提出命令　◆
《改訂履歴》

[2016.02.07]　ver.1発行

[2016.03.16]　ver.1b発行

・第２００条

　〔H21-44-５〕　の解答ミスを修正。”○”→”×”。
・第２０２条の覚え方に誤記あり、修正

　[第２００条の２]　通販に　先生だまされ　払い過ぎ

　⇒[第２０２条]　通販に　先生だまされ　払い過ぎ

